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Ａ．研究目的 

 薬剤師の服薬指導業務について定めた

薬剤師法第二十五条の二に基づき、通常患

者は薬剤師から処方薬の情報提供をされ

ている。一方で、インターネットや書籍か

らの情報も処方薬に関する情報源となっ

ていることが報告されている 1)。さらに患

者は、医療者に副作用の相談ができず、不

安・疑問を持った場合はインターネットで

情報を入手しているとする報告もある 2)。 

 がん治療における薬物療法は、治療域が

狭いため副作用が必発である。がん患者・

経験者に行ったアンケート調査で、抗がん

剤の副作用が心配ごとの一つであり、副作

用の情報提供のニーズが 2003 年から 2013

年にかけて高まっていることが明らかに

された 3)。がん対策基本法では基本理念と

して、「がん患者の置かれている状況に応

じ、患者本人の意向を十分尊重し、治療方

法等が選択されるようがん医療を提供す

る体制が整備されること」と定められてい

る。そのため、医療従事者は患者自身によ

る治療方法等の選択のため、治療開始時に

患者へ適切に副作用情報を提供する必要

がある。また、同法において国および地方

公共団体も、がん医療に関する情報の収集

および提供を行う体制を整備することが

定められている。がん治療や副作用に関す

る情報は患者の不安を軽減するうえで重

要だが、2012 年にがんを経験した患者やそ

の家族向けに行われた調査では、治療開始

時における情報提供不足が指摘されてい

た 4)。このような状況を背景に、「がん対策

推進基本計画(第 2 期)」において、インフ

ォームド・コンセントや患者への情報提供

体制の整備が目標づけられた。さらに具体

的な施策として、平成 26 年度の診療報酬

改定において「がん患者指導管理料」の新

設、および国立がん研究センターによる

Web サイト「がん情報サービス」の充実が

図られた。以上の施策を進めた結果、2015

年にがん患者へ行われた「患者体験調査」

において、84.5%のがん患者がインフォー

ムド・コンセントを受けて「納得いく治療

を選択することができた」と回答し、医療

機関での情報提供については 87.4%が「必

要な治療・副作用・合併症とその対処に関

する情報が十分得られた」と回答した 5)。

研究要旨 

 本研究ではがん患者の副作用情報入手の実態を調査し、自己判断による服薬調節行

動との関連性を検討した。がん患者 488 人を対象に、治療開始前の医療機関での説明、

医療従事者以外（Web、マスメディア、製薬企業の問い合わせ窓口等）からの情報入手

の経験、それにより服薬調節を考えたか否か、服薬調節の経験、各情報源の利用頻度

を調査した。医療従事者以外から副作用に関する情報を入手した経験がある患者群 338

人のうち 94 人（27.8%）が服薬調節を考え、このうち 58 人（61.7%）は実際に服薬調

節を行った。医療従事者以外からの情報入手に伴い患者が服薬調節を考えたか否かと

の関連因子をロジスティック回帰分析で解析したところ、製薬企業の問い合わせ窓口

の利用頻度が高いことが促進因子であり、治療開始時に薬剤師から副作用について説

明を受けたことが抑制因子であった。がん患者が外来化学療法を継続するうえで、製

薬企業は、問い合わせ窓口を利用する患者への回答が患者のアドヒアランスに影響し

得ることを十分考慮し、医療機関での確認を促すなどの対応をすること、また医療機

関では抗がん剤治療の開始時に薬剤師ががん患者に治療薬の説明をすることを積極的

に推進することが重要であると考える。 
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そのため、今日では多くのがん患者が情報

提供体制に満足していると考えられる。 

 一方で、一部のがん患者においては、医

療従事者からの情報提供が曖昧だったり

納得できなかったりしたため、インターネ

ットで抗がん剤に関して情報入手した経

験のあることが報告されている 6)。また、

がん患者の中からも医療従事者以外によ

る副作用の情報提供を充実化するように

求める声が上がっている 7)。そのため、が

ん患者の情報入手の在り方を検討するう

えで、まず医療従事者からの情報入手の実

態を明らかにする必要がある。 

 さらに、医療従事者以外が副作用情報等

をがん患者へ直接提供することの、治療や

医療現場への影響も明らかではない。がん

対策基本計画(第 3 期)において、がんに関

する情報の中には、科学的根拠の不確かな

情報が含まれていることが指摘されてい

る 8)。また、医療従事者以外からの情報は

患者背景が考慮されていないため、個別の

患者に適していない可能性もある。さらに、

情報を理解するための知識不足により、が

ん患者は多くの情報を入手しても適切に

取捨選択できないことも報告されている 9)。

そのため、患者が「医療従事者以外」から

入手した情報を鵜呑みにした結果、アドヒ

アランス不良や治療計画の乱れによる医

療現場の混乱、さらには薬効不足の原因と

なる恐れがある。しかし、がん患者におけ

る「医療従事者以外」からの情報入手に伴

う服薬調節行動の実態、および情報入手の

経験やヘルスリテラシー（医療に関する情

報を入手、吟味し利用する力）10)との関連

性はまだ明らかにされていない。 

 そこで本研究は、治療開始時点に医療従

事者からがん患者へ行われる、副作用の情

報提供とその満足度、さらに治療中にがん

患者が使用する副作用に関する情報源に

ついて、実態を明らかにする。また、「医療

従事者以外」からの情報入手とがん患者の

服薬調節行動との関連因子を検討する。 

 本研究により、「医療従事者以外」のがん

患者への情報提供の在り方の検討に資す

る情報を提供する。 

 

Ｂ. 研究方法 

1. 調査方法  

 株式会社マクロミルに業務委託し、Web

方式の無記名自記式質問紙調査を行った。

調査期間は 2019 年 8 月 6 日～8 日とした。 

  

2. 調査対象者 

 過去 5 年以内に、抗がん剤治療を経験し

た初発のがん患者を対象とした。研究対象

者は、株式会社マクロミルの運営するリサ

ーチ事業のモニターから、スクリーニング

調査を行って抽出した 515名を調査対象と

した。 

 

3. 調査項目 

 スクリーニング調査および本調査の項

目を資料 1 に示す。 

 スクリーニング調査として、「がんの罹

患経験の有無」、「抗がん剤治療の経験の有

無」、「現在のがん治療の状況」、また抗がん

剤治療を終えている回答者についてのみ

「抗がん剤治療終了後の経過期間」を尋ね

た。本調査では、罹患したがんの種類と最

大 5つの使用経験のある抗がん剤を尋ねた 

（Q1, Q2）。次に、「治療開始時に医療機関

で行われる、抗がん剤の副作用に関する医

療従事者からの説明」（Q3～Q10）、「医療従

事者以外からの副作用情報の入手とそれ

に伴う服薬調節行動」（Q11～Q18）、「治療中

に副作用に関して情報入手する際の情報

源」（Q19～Q22）を尋ね、さらに回答者のヘ

ルスリテラシー評価に必要な質問を行っ

た（Q23～Q25）。 

 

3-1. 治療開始時の抗がん剤の副作用に関

する医療従事者からの情報提供 

 抗がん剤に関する医療従事者からの説

明の有無について「有」と回答した患者を

対象に、説明をした医療従事者の職種、文

書使用の有無と文書の作成者、説明に対し

て医療従事者に確認・質問した時の納得す

る回答の有無、説明内容の詳細、説明内容

の満足度を尋ねた。ただし、説明内容の詳

細については、がん患者を対象に行われた

先行研究で、治療開始前の医療者の説明で

わかりにくかったこととして挙げられた

項目を参考にした 3)。 

  

  

3-2. 治療中に副作用情報の入手に利用す

る医療従事者以外の情報源と、それに伴う

行動変容 

 「医療従事者以外の情報」を書籍、雑誌、

新聞、Web サイト、テレビ、ラジオ、及び
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製薬企業の問い合わせ窓口と定義した。本

項目では「調べたり、見聞きしたりした経

験」として、医療従事者以外から積極的に

調べた場合と意図せずに入手した場合の

両方を含めて尋ねた。医療従事者以外から

の副作用情報の入手の経験がある者に、

“入手した情報の内容”と“服薬の調節を

考えたか”を尋ねた。服薬の調節を「考え

た」回答者に、調節前に医療従事者へ確認

したか、実際に服薬調節したかを尋ねた。

さらに、実際に服薬調節した経験がある者

には調節方法を尋ねた。また、治療開始時

に医療機関で抗がん剤の副作用に関する

説明を受けた対象者には、医療機関での説

明と医療従事者以外からの情報源とで違

った経験の有無も尋ね、違った経験が「有」

とした回答者においては、食い違いによっ

て不安が生じたかを尋ねた。 

 

3-3. 治療中に副作用に関して情報入手す

る際の情報源 

 抗がん剤の副作用について、治療期間中

に分からないことがあった患者に対し、調

べる際に利用する情報源について利用頻

度を尋ねた。本項目では積極的に調べた場

合を尋ね、利用する情報源の選択肢は先行

調査 4)を参照した。さらに、利用する情報

源のうちインターネットを「よく利用する」

または「時々利用する」人には利用した Web

サイトを、マスメディア（テレビ・ラジオ・

書籍・雑誌・新聞など）を「よく利用する」

または「時々利用する」人には利用したマ

スメディアを尋ねた。 

 

3-4. ヘルスリテラシーの評価 

 回答者のヘルスリテラシーは、一般の日

本人を対象とした測定指標として知られ

る the 14-item health literacy scale 

（HLS-14）を用い、ヘルスリテラシー（HL）

スコアとして算出した 10)。 

 

4. 解析方法 

 先行研究 11,12)に倣い、回答者集団におけ

る HL スコアの中央値を求め、中央値以下

の場合を低 HL、中央値より高い場合を高 HL

と定義した。医療従事者以外からの情報入

手に伴い服薬調節を「考えた」群と「考え

なかった」群、服薬調節前に医療従事者に

「確認した」群と「確認しなかった」群、

および服薬調節を「実施した」群と「実施

しなかった」群のそれぞれについて、χ2 検

定で 2 群間の比較をした。 

 さらに、「治療開始時に医療機関で副作

用に関して説明を受けた」患者のうち、「副

作用に関して分からないことが生じた経

験があり、かつ医療従事者以外から情報入

手した経験」がある患者について、「医療従

事者以外」からの情報入手に伴って「服薬

調節を考えたか否か」を従属変数として、

ロジスティック回帰分析を行い、独立して

影響を及ぼす因子を検討した。独立変数の

選択は、尤度比検定による変数減少法によ

り行った。独立変数は、「治療開始時に医療

機関で副作用に関する説明を受けた際の

状況」、「医療機関で受けた説明と医療従事

者以外から入手した情報の食い違いの有

無」、「副作用について調べる時の各情報源

の利用頻度」および「HL スコア」とした。 

 い ず れ も 統 計 解 析 に は 、 IBM SPSS 

Statistics 25 を用い、有意水準は 5%未満

とした。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」を遵守し、慶應義塾大

学薬学部の「人を対象とする研究倫理審査

委員会」の承認（承認番号：190726-1）お

よび帝京平成大学の「帝京平成大学倫理委

員会」の承認（承認番号：R01-028）を得た

後に、研究計画に従って実施した。回答者

への情報提供のため、スクリーニング調査

と本調査の両方の冒頭に、本研究の概要、

および本研究に抗がん剤治療開始時と治

療中の経験を問う設問がある但し書きを

記したフェイスシートを示した。 

 

Ｃ．研究結果 

1.回答者の基本属性および HL スコア 

 本調査で回答した 515 人のうち、抗がん

剤の使用に矛盾がある回答者 15 人および

医療従事者以外からの情報入手に関して

矛盾がある回答者 12 人を除外し、488 人

を分析対象とした（有効回答率 94.8 %）。 

回答者の HL スコアの度数分布の中央値

が 51 点だったため、51 点以下を低 HL 群、

52 点以上を高 HL 群と定義づけて、HL スコ

アと「医療従事者以外からの情報入手に伴

う行動変容」の相関を見た。 

 

2. 薬物療法の開始時に医療機関で患者が
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受ける副作用に関する説明の実態 

 薬物療法の開始時に医療機関で抗がん

剤の副作用に関する説明を、450 名（92.2 %）

が受けていた。 

 説明を行った職種で最も多かったのは

医師で 415 名（92.2%）だった。説明には

病院で作成された文書（51.8%）または製薬

企業名の入った文書（44.4%）が主に用いら

れていた。一方、「資料を使わない口頭によ

る説明」も 23.6%行われていた。 

 説明内容としては「副作用の主な症状」

（96.9%）について最も行われていたが、

「副作用の出現時期」（85.8%）、「副作用の

出現確率・頻度」（77.3%）と「副作用への

対処法」（79.1%）も十分行われていた。 

 医療機関での説明に対して確認・質問を

した患者 354 名（78.7%）で、その確認・質

問に対し 337 名（95.2%）は納得する回答

を得ていた。確認・質問をしなかった 67 名

（14.9%）については、その理由として「説

明に満足したから」が 27 名（40.3%）だっ

たが、「説明が難しくて、質問を思いつかな

かったから」17 名（25.4%）や、「医療に関

わる専門的なことであり、聞き方が分から

なかったから」19 名（28.4%）と、専門性

の高さから質問ができなかったケースも

一部存在した。 

 抗がん剤の副作用に関する説明に 355名

（78.9%）が「満足」「やや満足」と答えた。

一方、「やや不満」「不満」という回答者 18

名（4%）に理由を尋ねたところ、「説明内容

への不満」が 10 名、「副作用が改善しない

ことによる不満」が 6 名、その他は 2 名だ

った。 

 

3.副作用に関して分からないことがあっ

た際の情報源 

 現在使用している、または使用していた

抗がん剤の副作用に関してわからないこ

とが「あった」と 157 名（32.2%）が回答し

た。 

 治療期間中に副作用について分からな

いことがあった 157 名へ、その時に尋ねた

人や利用した情報源を質問したところ、

「よく」または「時々」尋ねる／利用する

と回答した人の割合が最も多かったのは

医師（82.8%）で、以降看護師（63.1%）、イ

ンターネット（51.6%）、病院薬剤師（42.0%）、

同じ疾患の経験者（40.8%）、薬局薬剤師

（33.7%）と続いた。 

 インターネットを「よく」または「時々」

利用する人が最も利用した Webサイトは国

立がん研究センターによる「がん情報サー

ビス」（67.9%）であり、以降、「個人のブロ

グ」（46.9%）、「製薬企業の Web サイト」 

（40.7%）と続いた。マスメディアを「よく」

または「時々」利用する人が最も利用した

メディアは「専門書籍」（64.1 %）であり、

以降、「テレビ」（46.2 %）、「一般書籍」

（46.2 %）と続いた。 

 

4.医療従事者以外からの情報入手に伴う

行動変容の実態 

医療従事者以外の情報源で抗がん剤の

副作用に関して自ら調べたり見聞きした

り し た 経 験 は 回 答 者 全 体 の 69.3 %

（338/488 名）が有していた。その時得た

情報は「副作用の主な症状」（93.5%）が大

多数を占め、「副作用への対処法」（53.8%）、

「副作用の出現時期」（53.6%）、「副作用の

出現確率・頻度」（42.3%）が続いた。 

 治療開始時に医療機関で抗がん剤の副

作用に関して説明を受けた回答者 325名の

うち、その説明と医療従事者以外から得た

情報が食い違ったことを 82 名（25.2 %）

が経験しており、そのうち 61.0 %（50/82

名）が食い違いによる不安を感じていた。 

医療従事者以外から副作用について情

報入手した回答者 338 名のうち 94 名

（27.8 %）が薬の服薬調節を考えた。服薬

調節を考えた回答者のうち 51名（54.3 %）

は事前に医療従事者に確認し服薬調節し

たが、7 名（7.4 %）は医療従事者に確認せ

ず服薬調節に至った。また、29 名（30.9%）

は事前に医療従事者に確認し服薬調節を

踏みとどまり、7 名（7.4 %）は医療従事者

に確認せずに服薬調節はしなかった。 

服薬調節に至った 58 名の調節方法とし

て、「1 回の服用量を減らして、トータルの

服用量を減らした」が 25 件（42.4%）と最

も多く、「服用を中止した」23 件（39.7%）、

「服用回数を減らして、トータルの服用量

を減らした」16 件（27.6%）と続いた。こ

のうち、医療従事者に確認せずに服薬調節

した 7 名の調節方法としては、服用中止（4

件）、1 回の服用量の削減（1 件）、服用回

数の削減（1 件）、その他（1 件）であった。 

 HL スコアが高い患者（高 HL 群）と低い

患者（低 HL 群）において、服薬調節行動

に差があるか検討した。医療従事者以外か
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らの情報入手に伴い服薬調節を「考えた」

ことに関して高 HL群と低 HL群の間に有意

な差は見られなかった。同様に、服薬調節

前に医療従事者に「確認した」こと、およ

び服薬を「調節した」ことに関しても、高

HL 群と低 HL 群の間に有意な差は見られな

かった。 

 

5. 医療従事者以外からの情報入手に伴う

行動変容との関連因子の検討 

 「副作用に関して分からないことが生じ

た経験と医療従事者以外から情報入手し

た経験」があり「治療開始時に医療機関で

副作用に関して説明を受けた」患者につい

て、「医療従事者以外から副作用情報を入

手した際に服薬調節について考えた」こと

を従属変数としロジスティック回帰分析

を実施した。治療開始時に薬剤師から説明

を受けたことは、服薬調節を「考えた」こ

とに有意に影響していた（オッズ比 0.31, 

95 %信頼区間 0.12-0.83）。また、副作用

の情報入手における製薬企業の問い合わ

せ窓口の利用頻度の増加は服薬調節を「考

えた」ことに有意に影響していた（オッズ

比 1.97, 95%信頼区間 1.23-3.16）。すな

わち、治療開始時に薬剤師から説明を受け

たことは服薬調節を「考える」ことを抑制

する方向に、一方、製薬企業の問い合わせ

窓口の利用頻度の増加は、服薬調節を「考

える」ことの促進方向に影響を及ぼすと言

える。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、化学療法を受けたがん患者

を対象に横断的調査を行い、7 割の患者が

医療従事者以外から副作用に関する情報

を入手した経験があり、それにより患者が

服薬調節を「考えた」ことに影響する因子

を明らかにした。 

本研究では、我が国のがん患者に対する

治療薬の情報提供体制は、実施率・患者満

足度共に充実しており、医療従事者以外か

らの情報提供が必要とされる状況ではな

いと考えられた。一方、説明方法には課題

が見られた。「がん患者指導管理料ハ」の加

算要件として、抗がん剤投与の必要性を文

書によって説明を行うこととされている

が、「資料を使わない口頭による説明」も一

部の患者に行われており、今後は文書によ

る説明を徹底すべきだと考えられる。説明

内容に関しては、副作用の対処法の情報は

先行研究において 43.2 %の患者が求めて

いることが示されており 4)、「がん患者指

導管理料ハ」でも説明するべき事項として

挙げられている。本研究で、副作用の対処

法の「説明を受けた」患者は 8 割程度と概

ね良好な実施率だったか、今後さらに重点

的に説明するべきと考える。 

本研究では、医療従事者と共にインター

ネットのニーズが高かったが、これは、本

研究の対象者がインターネットユーザー

であることが影響していると考えられた。

副作用情報の入手に利用した Webサイトの

内訳としては「がん情報サービス」が最も

多かったが、次いで「個人のブログ」とい

った科学的なエビデンスレベルが他の項

目と比較して低いと考えられる Webサイト

が利用されていた。がん患者はエビデンス

レベルの高い情報のほかに、より体験者の

個別的な語りである「ナラティブ情報」を

得ようとすることが報告されている 9)。本

研究においても「個人のブログ」から「ナ

ラティブ情報」を得ようとする同様の傾向

が示唆された。患者が利用したマスメディ

アの内訳としては、「専門書籍」が最も多く

利用されていた。専門書籍はエビデンスレ

ベルが他項目よりも高いが、場合によって

は内容が最新のものではない場合がある。

これら医療従事者以外の情報源について

は、患者の背景情報を反映していないため、

患者自身がこの情報に基づいて服薬調節

を判断することは避けるべきである。 

医療従事者以外から入手する抗がん剤

の副作用情報は、副作用の症状をはじめ、

出現時の対処法や出現時期、出現確率・頻

度など多岐にわたった。その際、入手した

情報が医療機関で受けた説明と異なる経

験をした者の多くがそれにより不安を感

じた。また、医療従事者以外からの情報に

よって服薬調節を考えた患者がかなり存

在し、これらの患者の多くが実際に服薬調

節に至るなど、医療従事者以外から提供さ

れる副作用情報は患者の服薬に影響する

ことが示唆された。服薬調節に至った患者

の多くは医療従事者に事前に確認してい

たが、中には確認をせずに服薬調節に至っ

た患者もいた。今回、服薬調節前に医療従

事者からの同意を得ているかは尋ねなか

ったため、事前に確認した群にも医師の指

導に反して自己判断で服薬調節した患者
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が含まれる可能性がある。今後は服薬調節

に至った患者の経緯および理由の詳細を

明らかにする必要がある。また、従来アド

ヒアランスは HL スコアと相関があると言

われているが 13)、服薬調節に関わる一連の

質問内容に関し、高 HL 群と低 HL 群の間に

有意な差は見られなかった。ここから、患

者の理解力や情報に対する姿勢、情報収集

意欲に関わらず、医療従事者以外からの情

報入手に伴う服薬調節行動は生じ得ると

考えられる。ただし、今回は回答者のがん

の知識やがん関連情報の理解力について

は評価していない。今後は、がんに特化し

た HL の検討が必要となるかもしれない。 

さらに本研究では、医療従事者以外から

の情報入手に伴い服薬調節を考えたか否

かとの関連因子として、製薬企業の問い合

わせ窓口の利用頻度が高いことが促進因

子であった。がん患者における製薬企業の

問い合わせ窓口利用者の副作用に対する

思いは明らかにされていないため、一般患

者における先行研究から類推を試みる。医

薬関係者を除いた 20 歳以上の一般人を対

象とした調査で、製薬企業の問い合わせ窓

口の利用経験者に利用した理由を尋ねた

ところ、「薬に関しては製薬企業が十分情

報を持っている」との回答が多数を占めた
14)。ここから、製薬企業の問い合わせ窓口

を高頻度に利用する患者は、医療従事者以

外から提供された情報が当該患者の臨床

的背景に基づかないにも関わらず、そのま

ま自分に当てはめてしまい服薬調節を考

えやすいと推察される。さらに、製薬企業

の問い合わせ窓口従事者で薬剤師の有資

格者は約半数に留まるとの報告がある 15)。

有資格者においても医療機関の薬剤師の

ように、患者対応の十分な訓練を受けてい

るかも明らかではない。以上より、問い合

わせ窓口で抗がん剤に関する問い合わせ

の回答に際しては、提供する情報はあくま

で一般的な情報であり、患者背景を踏まえ

ることの重要性から、まずはかかりつけの

医療機関で確認すべきであることを十分

伝えるべきだろう。今後は製薬企業の問い

合わせ窓口の利用経験があるがん患者に

ついて、利用理由などを明らかにする必要

がある。 

一方で、治療開始時に薬剤師から副作用

について説明を受けたことは、服薬調節を

考えたことの抑制因子であった。治療開始

時に薬剤師から説明を受けることについ

ては、副作用の正しい理解や不安の軽減、

QOL 改善につながり、患者は安心して治療

に取り組めるようになることが複数の研

究で報告されている 16-18)。また、抗がん剤

治療の開始時だけでなく、診察の前に病院

薬剤師が面談することでも QOLが維持また

は向上する可能性があることも報告され

ている 19)。一方で、実際に薬剤師から説明

を受けている患者は約半数に留まること

から、医療従事者以外から情報入手しても

服薬調節を行わないように、今後は薬剤師

による情報提供を積極的に推進すべきと

考える。 

 

Ｅ．結論 

 本研究により、抗がん剤治療を受ける

がん患者の 9割以上が治療開始時に医療機

関で抗がん剤の副作用について説明を受

け、その説明内容に満足していることを明

らかにした。一方、副作用情報は医療従事

者以外からも入手しており、そこで情報を

得たことから服薬調節を考えた患者は 4人

に 1 人以上いることを明らかにした。さら

に、医療従事者以外からの情報提供により

服薬調節を「考える」こととの関連因子と

して「製薬企業の窓口の利用頻度」が高い

ことが促進因子、「治療開始時に薬剤師に

よる副作用の説明を受ける」ことが抑制因

子であることを明らかにした。そのため、

製薬企業は、問い合わせ窓口を利用する患

者への回答が患者のアドヒアランスに影

響し得ることを十分考慮し、医療機関での

確認を促すなどの対応をすべきと考える。

また、医療機関では抗がん剤治療の開始時

に薬剤師ががん患者に治療薬の説明をす

ることを積極的に推進すべきである。 
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自記式質問方式によるがん患者の抗がん剤副作用情報入手に関する実態調査 

 

本アンケートは抗がん剤治療を経験したがん患者様における副作用情報の入手の実態について研究

する(以下、『本研究』とする)ためのもので、株式会社マクロミルが慶應義塾大学(薬学部医療薬学・

社会連携センター 社会薬学部門)より委託を受けて実施しております。また、本アンケートでは抗が

ん剤治療開始時と治療中のご経験を伺う設問がありますので、ご了承ください。 

 

収集された情報は統計的に処理され、学会や学術雑誌で公表する場合がありますが、個人が特定さ

れることはありません。また、データは本研究が終了してからも新たな研究で使用することがありま

すが、その際は改めて倫理委員会の承認を得ることを条件としています。 

 

なお、本研究の費用は厚生労働科学研究費でまかなわれています。また、本研究において株式会社

マクロミルとの利益相反はありません。 

 

以上を踏まえ、全問回答をもって本研究への参加とデータ提供への同意とします。本アンケートが

無記名の調査であり、回答後の同意の撤回によるデータ削除はできません。 

ご質問等につきましては、株式会社マクロミルの問い合わせフォームにてご連絡ください。 
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